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課題
課題１：あなたのまちの地域防災計画の特徴

内容：あなたの住んでいる市町村あるいはその近隣の市町村の
地域防災計画について調べ，その特徴をまとめること．なお，災
害経験のある市町村の代表として，講義の中では新潟県見附市
の地域防災計画を紹介した．

課題２：被災地への専門家派遣制度について

内容：阪神・淡路大震災（1995年1月17日兵庫県南部地震）以
降，消防（緊急消防援助隊），警察（広域緊急援助隊），医師
（DMAT）の専門家を被災地へ派遣する制度について調査し，まと
めておくこと．
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災害対策基本法

●昭和36年（1971）に制定され，災害対策の
基本となる事項を定めている我が国の災害対
策の一般法

• 防災に関する責務や組織

• 防災計画

• 災害予防，応急対策，復興対策の各段階に
おける主体や役割や権限

• 財政金融措置

□伊勢湾台風（昭和34年）を契機として制定



国の責務

• 国土・国民の生命・身体・財産を災害から保護する
使命を有する

• 組織及び機能のすべてをあげて防災に関し万全の
措置を講ずる

非常災害※の場合には，政府は緊急対策本部ある
いは非常災害対策本部を設置

※ 非常災害・・・大規模な災害であって，都道府県の段階で
は十分な災害対策を講ずることができないような災害

都道府県の責務

• 地域，住民の生命・身体・財産を災害か
ら保護

• 防災計画の作成及び実施

• 区域内の防災に関する事務・業務の総
合調整

市町村の責務

• 地域，住民の生命・身体・財産を災害か
ら保護

• 防災計画の作成及び実施

指定公共機関・地方指定公共機関の責務

• 業務に係わる防災計画を作成・実施

• 都道府県・市町村への協力

• 業務を通じて防災に寄与



住民等の責務

• 防災に関する責務を有する者は誠実にその責
務を果たす

• 自ら災害に備えるための手段を講ずる

• 自発的な防災活動に参加する等，防災に寄
与

防災計画
第３４条 防災基本計画の作成及び公表等（中央防災会議）

第３６条 防災計画に基づく指定行政機関による防災業務計画の作成等

第３９条 防災基本計画に基づく指定公共機関の防災業務計画の作成等

第４０条 防災基本計画に基づく都道府県地域防災計画の作成等

第４２条 防災基本計画に基づく市町村地域防災計画の作成等

防災基本計画

防災業務計画

防災業務計画

地域防災計画

内閣総理大臣

中央防災会議 閣僚等

指定行政機関 中央省庁

指定公共機関

都道府県（市町村）防災会議

知事（市町村長）

策定・実施

策定・実施

策定・実施

策定・実施

国民保護法

• 武力攻撃事態等における我が国の平和と独
立並びに国及び国民の安全の確保に関する
法律（平成１５年）→事態対処法

• 武力攻撃事態等における国民の保護のため
の措置に関する法律（平成１６年）→国民保
護法
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緊急対処事態に対処するための措置

緊急対処事態

武力攻撃の手段に準ずる手段を用いて、多数の人を殺傷する行為が発生した事態

又は、当該行為が発生する明白な危険が切迫していると認められるに至った事態で、

国家として緊急に対処することが必要なもの

（原子力発電施設の破壊 ・ 炭疸菌等を用いたテロ ・ 航空機による自爆テロ 等）

【武力攻撃事態対処法】

攻
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緊急対処事態対処方針の
策定（閣議決定）

・事態の認定
・国民の保護、攻撃の鎮圧等
に関する事項

対処方針の国会承認

緊急対処事態対策本部の設置

【国民保護法】

武力攻撃事態等に準じて国民の
保護のための措置を実施

・住民の避難
・避難住民等の救済
・攻撃による災害への対処 等

国主導で措置を実施

地方公共団体の措置に係る経費

は、原則国庫負担

避難の仕組み

救援の仕組み 武力攻撃への対処



指定公共機関の役割 国民の協力

国民の権利および義務に関わる措置

国民の保護に関する計画の体系

【国】

国民の保護に関する基本指針 （Ｈ１７年３月）
・国民保護の実施に関する基本的な方針
・国民保護計画及び業務計画の作成の基準
・想定される武力攻撃事態の類型（着上陸攻撃、ゲリラ攻撃、ミサイル攻撃、航空機
攻撃）
・類型に応じた避難措置、救護、武力攻撃災害への対処措置

【消防庁】

・都道府県モデル
計画作成
（Ｈ１７年３月末）

【指定公共機関】

国民保護業務計画
・内閣総理大臣に報告

国民保護計画 （Ｈ１７年度）

・国民保護協議会に諮問
・内閣総理大臣に協議
・議会に報告

【指定行政機関（各省庁）】

国民保護計画 （Ｈ１７年度）

・内閣総理大臣に協議

【消防庁】

・市町村モデル
計画作成
（Ｈ１８年１月末）

【指定地方公共機関】

国民保護業務計画

・都道府県知事に報告

【市町村】

国民保護計画 （Ｈ１８年度）

・国民保護協議会に諮問
・都道府県知事に協議
・議会に報告

【都道府県】



避難の指示

国（対策本部）

都道府県知事

避難措置の指示（要避難地域、避難先地域の指示）
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避難の指示

要避難地域

バス発着所等

誘導
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住
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バス等の用意
避難経路の決定
広域調整

避難先地域

避難所の開設

関係自治体の協力

武力攻撃事態等における避難の仕組み

全国規模

継続的

地域限定的

一時的規模・態様

外交関係の悪化主に自然現象

（気候，地形，地盤）原 因

国が収集・分析し，地方公共団
体へ伝達

被災地方公共団体が収集し，国
へ伝達情報の収集

国が防衛

国が武力攻撃災害への対応を地
方公共団体へ指示

第一義的には市町村

都道府県と国が市町村を補完対 応 主 体

国の外交の失敗

攻撃を受けた地方公共団体には
当該攻撃に対する責任はない

自然現象の発生事態は，国や地
方公共団体の努力によっては回
避不能

責任の所在

武力攻撃災害防災

防災と武力攻撃の相違①

防災と国民保護の相違②

自然災害

（地震・大雨）

・ 平素からの取組み
・ 我が国としての、

また国際社会を通じた

できる限りの外交努力

・ テロの未然防止に関する

行動計画

テロリストを入国させない

ための対策

テロリストを自由に活動

させないための対策

テロに使用されるおそれ

のある物資の管理強化

武力攻撃

テ ロ

起きた場合に被害を
最小限化する措置

未然防止 起きた場合の対処

訓練

地域における協力
体制の構築

生活関連等施設の
安全確保

国民保護計画

・ 国民保護法の枠組み

警報伝達、避難など

地域防災計画

・ 災対法の枠組み

訓練
治山、治水対策
災害に強いまちづくり
耐震化、防火対策

・ 平素からの取組み

防災と国民保護の課題

共通点・共通課題

○情報伝達

○瞬時：J-Alertの整備、同報無線整備

○代替機能の確保：衛星携帯電話、ヘリコプターテレビ

○避難

○要援護者対策

○避難計画の事前周知や避難訓練が必要

○自主防災組織の拡大、事業所ごとの取組みが重要

○救援の主体は共に県

○２４時間即応体制

○備蓄・設備整備

○消防本部との連携

（現在は防災・国民保護は首長部局担当）


